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1.序
わが国は1950年 代半ば以降,4次 に亘 り全国総合開発計画を策定 し,そ
のいずれにおいても強弱はあるものの国土の均衡 ある発展,地 域間格差の
縮小 をうたってきたが,当 初意図 した成果を挙げることができなかった。
地域間の経済的格差は国民経済の循環及び,地 方政府に対する中央政府の
財源 トランスファーの増減などに左右されて きた。市場メカニズムが,政
府部門による地域の比較優位構造の変更の政策 を圧倒 してきたと言って も
過言ではないであろう。単純に,人 ロー人当たり県民所得から戦後の地域
間のインバランスな成長 をみると,東 京,大 阪及び名古屋の三大都市圏 と
地方圏の格差は,概 ね,1950年 代は格差拡大,60年 代縮小,70年 代大幅に
改善,そ して80年 代 とりわけ80年 代半ば以降東京圏とその他の地域 との格
差拡大傾向であり,バ ランスの とれた国土の発展 と云 う点か らは程遠いの
が現状である。つ ぎに,人 口の動向をみると,1970年 代後半を除けば概ね
地方圏か ら,三 大都市圏 とくに東京圏への若年層を中心 とした人口の流入
傾向であり,さ らに地方圏における地方中枢都市及び県庁所在地などの地
方中核都市への人口の集中傾向である。すなわち,大 都市圏 と地方圏 との
格差 と共に,さ らに地方圏における中核都市 とその他の地域 との格差の拡
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大傾向である。人口の流出,高 齢化の進展,さ らに自然減少により地域社
会の存続す ら危ぶまれるといった重大な局面にあるのが後者におけ.るいわ
ゆる過疎化地域 である。わが国における地域問題 を考 える場合,大 都市圏
と地方圏 と云 った二分法だけではなく,地 域経済が極度な縮小 スパイラル
の渦中にある過疎化地域の振興 をさらにクローズアップすべ きであると思
われ る。このような地域に対 して現在なされていている公共投資中心の政
策だけでな く,発 展スパイラルを誘発す るような政策を政府部 門は推進す
べ きである。長期的観点から,国 民福祉の維持向上のためには,可 能 な限
りバ ランスのとれた国土利用及び地域の発展が不可欠だと思われるからで
ある。
ところで,地 方政府の経済活動の基本的な機能は,R.A.マ スグレイブが
指摘 した財政の機能の うち,資 源配分及び地域経済の成長促進の機能であ
ると思われる。 とくに,後 者の地域経済の成長促進,つ まり地域活性化の
機能は従前にもまして重要性 を増 してきている。経済のグローバ リゼイシ
ョンが急速に進展す る中で,国 民経済の成長発展,国 民福祉の維持向上の
ためには公共部門における分権化 は必然的な流れである。 こうした折,地
方分権が喧しく叫ばれてきているが,個 々の地方政府にとっては望む と望
まないとに関わらず応戦せ ざるをえない課題である。 こうした市場 メカニ
ズムの働 きに くい地域の開発の主体 となるべ きは当該地方政府であ り,こ
れまで以上にその責任は重い と云えよう。地方政府にとっては権限の拡大
と共に,一 方では厳 しい地域間競争に晒されることとな り,さ らに地域住
民に対する責任が増大するなかで,自 らの創意工夫に基づ いた地域活性化
施策の推進が一層要請 されるであろう。
こうした観点か ら本稿では過疎化地域における市町村(地 方政府)の 財
政活動,と りわけ地域活性化 の役割について考察す る。まず,渦 状縮小型
地域の経済及び財政モデルを紹介 し,そ れからこうした地域の典型である
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沖縄 県東村の財政構造を概観する。 そして最後に縮小 スパ イラルからの脱
却について検討す る。
2.過 疎化地域の経済 と財政一 渦状縮小型地域経済モデルー
地方政府の経済活動は当該行政管轄区域における住民生活や民間部門の
経済活動に大 きな影響 を及ぼ している。現在わが国におけ る一般政府部門
の対国民所得比は40%近 い水準にあり,人 口の高齢化がすすむ中で,今
後さらに高 くなることは必至であ,る。民間部門におけ る規制緩和 とともに
政府部門の分権化が進展するならば,地 域住民の社会的欲求を最 も適切に
知 りうる立場にある市町村の役割は一層重要性 を増すであろう。 これまで
以上に住民福祉の向上,地 域経済の振興に資するよう財源配分が望まれる。
とくに,生 産及び生活関連投資と地域経済の活性化 との連関効果 を重視 し
た施策の展開である。
ところで民間部門における経済活動 に対 して外部経済を提供す る地方政
府の社会資本投資 と,地域の経済活動 との関係から地域経済は渦状拡大型,
拡張阻止型,関 節型及び渦状縮小型の四パター ンに分類することができるω。
ここでは本稿の課題 と直接関係する渦状縮小型地域,い わゆる過疎化地域
における地域経済 と財政 との関係についての論 を紹介 しよう。 これを図示
すると,図1の ようになる。
この図では縦軸 に原点から上方に地方税,下 方に財政支出をとり,そ し
て横軸には経済活動水準 を表す所得 ・資産をとり4つ の象限を作図する。
第1象 限は租税収入可能部門,第2象 限は租税収入実現部門,第3象 限は
租税収入に基 く財政支出部門,そ して第4象 限は社会資本投資による私的
経済活動誘発部門である。第1象 限において租税関数が与 えられ ると,そ
れに もとづ き第2象 限ではP2の 租税収入が実現 し,そ して第3象 限におい
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出所:喜 多登 「地域と財政」白桃書房,昭和47年,106頁,参考
て当該地方税収入額に財源補填がP3P3'だ け追加 され,財 政支出額がP3か
らP3'へ と高め られるが,衰退地域 では従来型投資よる誘発効果は期待でき
ない。すなわち財源補填によ り支 出関数は上方シフ トするが,誘 発関数は
む しろ下方ヘ シフ トするのである。第4象 限における経済活動部門に対す
る誘導・誘発効果は生 じず,生 産要素の流出によ り課税可能な所得の低下,
資産の減価によって租税収入がさらに減少 し,一 層の財源補填が不可避に
なるといった状況に陥 り,縮 小スパイラル的な悪循環を繰 り返すのが過疎
化地域の特徴である。
こうした地域では上級政府から従来のような方法により一般財源や特定
財源め トランスファーが追加 されても,タ ックス ・ベースを動かす力はな
く域内か ら労働や資本の逃避が続き,依 然 として縮小 スパイラルは止 まら
84(654)
過疎化地域の活性化と自治体財政
ない。ナ ショナル行政は国庫支出金で賄い,ス タンダー ドの維持のための
地方交付税が補填 されて もタックスベースを繋 ぐ支出を行な うことは難 し
いのである。極度の渦状縮小型の過疎化地域では経済活動の現状維持のみ
ならず,地 域社会の存続さえ危ぶまれ,ま してや渦状縮小型→環節型→渦
状拡大型 と云ったプ ロセスの実現は現状では如何 ともしがたいのである。
財政が介入 して も上述の通 りであ り,中 央政府による援助 を緩め市場 メカ
ニズムに任せたのでは過疎化 した地域社会は存続できず完全に消滅 してし
まう可能性が大 きいと思われる。
3.地 方政府の予算活動モデルの考察
地方政府の予算活動の究極的な目的は,そ の機能 を遂行することにより
当該行政管轄区域におけ る住民福祉の維持向上を図ることである。 したが
って,地 域住民の社会的効用 を極大化すべ く種々の財政需要に対 し限られ
た財源を長期的な視点か ら効率的に配分 しなければならない。わが国にお
ける地方政府の施策 を考察す る場合,財 政支出を次の三部門に分けるとが
望ましい(2)。第1は,地 方の議会や行政機能を保持するための制度維持関連
支出であり,直 接的には住民サービスに結びつかない経費である。第2は
生産関連支出である。企業や個人の経済活動に直接,間 接 に係わる経費で
あり,地 域経済の成長発展 と最 も大 きく関係す る経費である。亀第3は 生活
環境等関連支出であり,一 日を生産活動に従事す る時間とその他に区分 し
た場合,こ の後者における公共サービスの消費に対応す る支出である。財
政支出をこのように分類することは恣意的ではあるが,地 方政府予算のベ
ク トルを考 える際に有用である。
さて,地 方政府が基準財政需要額算定の際の標準団体であると仮定 して
論 を進め る。この分析には理論モデルがあるのでそれに従 って論の解説を
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試み よう(3)。地域住民の効用水準 と具体的に係わる地方政府支出は生産関連
支出及び生活環境等関連支出であ り,予 算総額から制度維持関連支出を差
し引いた ものである。
したがって,予 算線及び社会的限界効用曲線は図2の ように座標軸 を移
動させて描 くことができる。生活環境関連支出にOJ,生 産関連支出にO
Kだ け制度関連支出が含まれてお り,原 点の0か ら0'へ の移動である。こ
の原点の移動距離はで きるだけ短い方が望ましい。最適水準 をこえた地方
政府の議会費や総:務費 といった制度維持関連支出の拡大は,原 点の移動 を
大 きくし予算線の上方へのシフ トを妨げる。財政収入が拡大 した場合,人
件費等への支 出が必要以上に増大する時 も同様の効果が生 じるであろう。
予算の効率的な配分 という視点か らみると,座標軸の移動は最小限に抑え,
住民生活や生産活動に関連 した行政サー ビスの極大化 を図 るようにすべき
である。 「
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出所:喜 多登 「都市財 政論」(大 川・池田編 『新財政論」有 斐閣,昭
和61年),pp.338～345,参 考
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つ ぎに,予 算線とナ ショナル行政 との関連を図2か らみてみよう。所与
の予算額 て量 大の支出効果を得 るためには,制 度維持関連支出を除いた地
域 内の生産活動に直接的に寄与すべ き支出や住民生活に貢献すべき経費が
当該地域の社会的選好 との間に望 ましい支出配分点 をもち,そ して地域発
展の支出パター ンの長期的傾向が形成されていることである。 ただ,中 央
政府の法的 ・制度的介入がナショナル行政に対 して行 なわれると,予 算の
形成は必ず しもこのようには動かない。ナ ショナル行政の上に当該地方政
府の選好 を重ねていかなければならない。少な くとも図における0'Lと0/
Mの ナショナル行政の最低:量を確保す ることが要請され る。とくに,過 疎
化地域におけ る地方政府の予算は,こ の割合が大 きく自らの選好に もとず
いた施策の選択肢は少ないと云えよう。
さて,予 算線ABは 中央政府等からの財源補填がな く,財 源 をすべて自
主財源で賄ったと仮定 した場合の予算線を示 し,無差別曲線 との接点E、が
効用極大点である。A'B'は 補填後の予算線を示 し,そ して望 ましい全国水
準の予算線がA"B"で あるとしよう。効用極大点はそれぞれの無差別曲線と
の接点EbE2及 びE3で ある。極度の渦状縮小型地域である過疎化地域では,
財源補填がなされ予算線がABか らA'B'移 動 したとして も,有効 な効果は
期待できず単発的な効果に終わってしまい,さ らに下方へ移動する傾向を
もつだろ う。地域の活性化に資す るような生産関連支出を増加 させ,そ の
継続がなければ,地 域経済の成長発展 そして税収増による予算線の上方移
動,定 着 を実現することは難 しい。過疎化地域 において民間部門に対する
誘導 ・誘発効果が生 じない最:大の要因のひとつは当該地方政府の予算活動
の在 り方に関係するであろう。
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4.過 疎化地域の財政の実情一 沖縄県東村の場合一
本節では,上 述の理論モデルを念頭に置 き,過 疎化地域の自治体財政の
事例 として,沖 縄県東村の財政構造を考察する。東村は,1970年 代以降,
多目的ダムの立地によ り国有資産等所在市町村助成交付金,い わゆるダム
交付金 を始め多額の財政収入を得たが,こ の千載一遇のチャンスを地域経
済の起爆剤 として生かすことができなかった。大型の償却資産の立地で財
政力指数は上昇 したが,民 間部門の活性化 には繋が らなかった㈲。つま り自
治体財政は潤ったが,地 域住民の生活に対 してはほとんど効果がなかった
のである。以下,東 村の経済社会の態様を概観 し,そ れか ら財政構造 を分
析する(5)。
(1)経 済社会の動向
東村は沖縄本島北部に位置 し,面 積82.8平 方キロメー トル,人 口密度25
人の典型的な寒村である。1994年3月31日 現在における住民基本台帳人口
は2,073人 であ り,この10年 間毎年1%近 い人口の減少を経験 してきている。
僅かな公的部門以外に安定 した収入の得 られる魅力ある雇用の場がないが
故に人口の流出に歯止めがかか らないと云 えよう。公共施設が整備 され,
いかに風光明媚な自然に恵まれているとは云え,職 場のない所に人は定住
しないのである。なお高齢化比率(1990年 国勢調査)は18.2%と 沖縄県9.9
%,全 国12.0%を 大 きく上回っている。人口の減少と高齢化が着実に進行
しているのである。人ロー人当た り村民所得は,後 述す るように,総 生産
額が停滞 しているにも拘らず補填財源による財政支出の増大や人口の減少
等により絶対額は増加傾向にあ り,県 平均の約7割,全 国の約5割 の水準
で推移 している。いわゆる内実の伴わない,財 政資金による単なる量的成
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長である。
ところで,就 業構造 をみると,復 帰以降,ダ ム建設工事期間中における
一時的な影響 を除けば,あ まり変化がみられない。1990年 における産業別
の就業者構成(国 勢調査)を 示す と,総:就 業者数が928人 でその内訳は第一
次産業57.7%(全 国7.1%),第 二次産業14.4%(33.3%),第 三次産業27.9
%(59.0%)で あ り,類 似団体(o-o)等 と比べて も第一次産業の比重
が極めて高い同質空間である。
つ ぎに,村 内純生産から産業構造をみてみよう。沖縄県企画開発部統計
課の推計によると村内純生産額は1983年 度が約40億 円,86年 度が最 も高 く
約53億 円,そ して93年 度が約40億 円 と,こ の間大 きな変化幅 を示 してきた
が,93年 度は10年 前の生産額にもどってしまった。生産額の実質的低下で
あ り,公 共事業の減少が大 きな要因である。農林水産業は7～10億 円の生
産額 であまり変化がなく,製 造業は86年 度以降減少傾向にあ り両物的産業
とも実質的には衰退傾 向にあるといってよい。一方,政 府サー ビス関連の
生産額は着実に増加 してきている。大 きな変動 を示 してきたのは公共事業
依存の基幹産業化 した建設業であり,総 生産額の不安定要因である。総生
産額の構成 をみると,農 林水産業の比率は約20%で 推移 し,第 二次産業は
建設業の動向と共に変化 してきているが,86年 度の6割 弱の構成比か ら92
年度には2割 台へ と低下 している。一方,第 三次産業は3割 台か ら6割 近
くにその構成比を増加 させ てきている。
東村は一次産品以外に域際収支を改善する手段がほ とんどなく,以 下概
観す るように財源 トランスファーによってその赤字 を補填 しているのであ
る。 自前の地域活性化努力をしな くて も,中 央政府からの財源補填に頼っ
てさえいれば,そ れなりに地域所得の維持が可能であったのである。人ロ
ー人当た り所得について,相 対的に現状維持の レベルで止めているのが財
政支 出であることは明白である。
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(2)歳 入構造の態様
地方政府の歳入 ・歳出構造は当該行政管轄区域の経済活動水準 と密接な
関係にあ り,現 行制度の下では歳入構造や租税構造から当該地域の民間部
門の態様 を判断することが可能である。地方税収入は所得 ・資産の賦存量
の関数であ り,し たがってその増加率が高ければそれだけ租税収入の伸び
率 も高 くなり,ま た逆 もそうである。租税収入が財政需要に比べて少ない
地方政府に対 して一般財源補j眞がなされているが,特 定財源の補填も概ね
租税収入と逆相関の関係にあ り,貧 困な自主財源をカバーす ることにより
一定の公共サー ビスの給付が可能 となっているのである。
さて,東 村の財政収入を自主財源,依 存財源及び一般財源 といった観点
からその特徴を明らかにしよう。1993年 度における東村の歳入総額は24.3
表1歳 入の構成
(.単イ立:円,%)
東 村 類 似 団 体 市 町 村
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比
自 主 財 源 301,23325.7 239,00318.0 196,79E51.E
地 方 税 110,592 9.4 67,304 5.1 133,40735.0
そ の 他 190,64116.3 171,69912.9 63,389 16.6
依 存 財 源 872,88974.3 1,087,82882.0 184,63548.4
地方交付税 486,26641.4 601,58545.3 70,827 18.6
国庫支出金 147,06412.5 113,956 8.6 32,200 8.4
県支 出金 156,41513.3 158,70912.0 21,356 5.6
そ の 他 83,144 7.1 28,501 2.1 15,982 4.2
地 方 債 61,553 5.2 185,07513.9 44,470 11.6
(一 般財 源) 610,40252.0 697,04252.5 219,72557.6
歳 入 総 額 1,174,122100.01,326,83]100.0 381,43]100.0
注:① 金額は入ロー人当たり額 ② 東村の類似団体は0一(③ 市町村とは大都市と特
別区以外の単純合計
出所:① 沖縄県総務部地方課 「市町村行財政概況」199:年,② 自治省 「蕪似団体別市町村
財政指数表」1995年,③ 自治省 「地方財政統計年報」1995年
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億円で,80年 度の11.5億 円の2.1倍 に拡大 したが,人 ロー人当た りでは2.3
倍の増大であった。表1か ら,1993年 度における主要歳入科 目の構成は地
方税9.4%,地 方交付税41.1%,国 庫支出金12.5%,県 支出金13.3%,地 方
債5.2%で ある。全国の市町村では,自 主財源の比率が80年 代半ばの57%を
ピー クに低下傾向にあるのに対 し,東 村の 自主財源は25%前 後で安定 し復
帰以降ほ とんど変化がない。つまり,自 主財源 と依存財源の1対3の 比率
は国の財政状況等 と関係 なくこの20年 間ほぼ一定 しているのである。
自主財源の根幹をなす村税の歳入総額 に占める比率は1970年 代の6～7
%か ら,80年 代後半には福地ダムの再開発によるダム交付金の収納によ り
11%台 に達 し,そ の後90年 代に入 り低下 し9%台 で推移 している。1993年
度の村税額は2億2,926万 円であり,そ の内訳は村民税が15.9%,固 定資産
税が80.4%で この両者で総額の96%を 占め,残 余 はたばこ税,特 別土地保
有税及び軽 自動車税である。ダム交付金が,村 税総額の64.6%,固 定資産
税の80.4%を 占め,も しダム交付金がないとすれば村税の歳入構成比は3
%程 度に低下 し,類 似団体の5.1%を 下回ることになる。人ロー人当た り地
方税収入は全国市町村平均の8割 の水準にあるが,基 本的な行政サー ビス
を給付するたは絶対額が小さ過 ぎるのである。因みに,1993年 度における
全国市町村の地方税の歳入構成比は35.0%で ある。なお東村の村税以外の
自主財源で歳入構成比の高いのは財産収入の5.1%で あり,そのほ とん どが
ダム関連収入を原資とする基金の運用収入である。
つぎに,歳 入総額の4分 の3を 占める依存財源をみてみよう。この比率
は上述の如 く,復 帰以降ほとんど変化がないが,そ の内容は一般財源補填
の地方交付税 と,特 定財源補填の国 ・県支出金が相互に補完 しあってきて
いる。個々の依存財源の歳入構成比を,1993年 度につ いて示すと,地 方交
付税41.4%,国 庫支出金12.5%,県 支出金13,3%,村 債5.2%,そ の他7.1
%で ある。 この比率 を全国市町村 と比べてみると,地 方交付税及び国 ・県
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支出金 とも約2倍 の水準にあり,人 ロー人当た り金額ではそれぞれ約7倍
及び5倍 にも達するのである。その他の依存財源は地方譲与税,利 子割交
付金,ゴ ルフ場利用税交付金,特 別地方譲与税交付金,軽 油 ・自動車取得
税交付金,交 通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助成交
付金(い わゆる基地交付金)で あるが,い ずれ も1%未 満に過 ぎない。な
お,地 方税や地方譲与税,地 方交付税等の一般財源の人ロー人当た り金額
は全国市町村の約3倍 であるが,歳 入構成比は大差がないのである。
ところで,多 目的ダム立地(福 地 ダム:旧 計画1973年 完成,再 開発83年
完成,新 川ダム:77年 完成)に よる財政収入を具体的に挙げると次の通 り
である。 まず,最 大の収入効果は上述のダム交付金の収納であるが,自 治
省令の改正により1984年 度以降,基 準財政収入額に算入されることになり,
その75%相 当額だけ地方交付税が減額されることとなった。因みに1975～83
年度のダム交付金の累計額は約3億 円に上った。沖縄県は,財 政収入減に
鑑み,以 下のように激変緩和措置 として村債の元利償還金の一部 を期限付
きで補填 した。1984及 び85年 度がダム交付金の75%相 当額,86年 度が前年
度ダム交付金の75%に85%を 乗 じた金額 と,そ の比率は年度毎に逓減 し,
最終年度の91年 度は90年 度ダム交付金の75%×10%で あった。その累計額
は約4億 円に達 した。 さらに,水 資源開発には水源地域住民及び当該 自治
体の理解 と協力を得 ることが不可欠であるが,そ の一環 として県と関係受
益市町村は,水 源地域 自治体の生活関係社会資本等整備助成のため,資 金
を拠出し1979年 に 「財団法人沖縄県水源基金」 を設立 した。東村が収納 し
た水源基金助成金は1980～82年 度約0.9億 円,そ して89～93年 度約3.6億 円,
合計で約4.5億 円であった。 なお,多 目的ダムの立地により,'国 ・県支出金
が傾斜的に配分 されてきた。このようにダム立地の財政収入効果がいかに
大 きいかが分かるであろう。 しか し,人 口の減少,村 内生産額の停滞を招
来 してお り,東 村当局は,他 の過疎地域に比べて恵まれた条件 を地域経済
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の発展に生か し得ていないと云えよう。
(3)歳 出構造の態様
ここでは,第3節 の予算活動 モデルを念頭に置 き,経 費 を行政 目的別及
び経済性質別の分類により東村の歳出構造を検討す る。
① 目的別歳出
この経費の行政 目的による分類 は,各 部課の予算の比重を知 ることがで
きる。それに制度維持に予算がどの程度配分されているか大まかに判断す
ることが可能である。東村の 目的別歳出構造は総務費の増加傾向 と農林水
産業費の低下傾向を除けば,こ の10数 年あまり変化がみられない。1993年
度における東村及び類似団体の人口」人当たり歳出額は全国市町村の3倍
表2目 的別歳出
(単位:円,%)
東 村 類 似 団 体 市 町 村
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比
議 会 費 28,448 2.5 23,376 1.8 4,457 1.2
総 務 費 298,00826.2 228,524 17.8 52,058 14.0
民 生 費 113,009 9.9 138,505 10.8 61,190 16.5
衛 生 費 31,095 2.i 60,331 4.7 32,376 8.7
労 働 費 61 0.0 711 0.1 2,056 0.6
農 林 水 産 業 費 245,21121.5 269,90621.f 25,739 6.9
商 工 費 10,361 0.9 42,315 3.3 12,075 3.3
土 木 費 170,08714.9 160,33412.5 78,674 21.2
消 防 費 23,973 2.] 30,777 2.4 12,424 3.4
教 育 費 142,78812.5 149,29011.6 53,562 14.5
災 害 復 旧 費 一 一 45,101 3.5 3,164 0.9
公 債 費 76,262 6.i 133,48410.4 31,709 8.6
諸 支 出 金 一 一 1,548 0.1 1,078 0.3
前年度繰上充用金 一 一 一 } 62 0.0
歳 出 総:額 1,139,303100.01,284,202100.0 370,624100.0
注・出所:表1に 同じ
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を超えているが,こ れはこうした地域における行政サー ビスの給付水準が
高いことを意味す るのではな く,ナ ショナル ・ミニマムを維持するに も人
ロー人当た りでは極めて割高になるからである。全国いずれの地域に住ん
でいようとも財政的取 り扱いは公平でなければならないであろう。通常,
行政サービスの供給は規模の経済がはたらく場合が多い。
東村の人口は2千 を僅かに超 える規模であり,給 付費用に関 し適性規模
か ら大 きくかけ離れているのである。人ロー人当たり金額で全国市町村 を
大 きく上回っているのは,農 林水産業費の9.5倍,議 会費6.3倍 及び総:務費
の5.7倍 の三経費である。議会費 と総務費は類似団体 と比較 してもかな り高
水準である。なお,東 村のこの2経 費の歳出総額に対する比率は2.5%及 び
26.2%と それぞれ全国市町村の約2倍 の構成比である。 このように,制 度
維持関連経費の比率が,歳 出総:額の約3割 と高いのは,第3節 の図2で 云
えば,原 点の0か ら0ノへの移動が大 きくな り,経 済活動や住民生活に配分
される予算が小さいことを意味する。
② 性質別歳出
東村の性質別歳出構造を概観 しよう。東村の義務的経費は,絶 対額では
復帰以降着実に増大 してきたが,1970～93年 度の増加率は3.3倍 で,投 資的
経費及び歳出総額の伸びを下回った。一方,歳 出構成比は70年 代半ば以降
主 として投資的経費の影響 を受け変動 してきたが,概 ね25%前 後の値で推
移 して きた。なお,義 務的経費の大宗を占め る人件費は1970年 代末以降20
%前 後の構成比 を示 してきている。投資的経費は,弾 力的経費であり,金
額は増加傾向で推移 しつつも年度により増減 を繰 り返してきた。歳出総額
に占め る割合は1975～90年 度の間,概 ね40%か ら50%台 前半の範囲を上下
してきたが,全 国市町村より10ポイン ト以上 も高 くかなりの高水準であっ
た と云えよう。
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家3性 質別歳出
(単位:円,%)
東 村 類 似 団 体 市 町 村
金 額 講成比 金 額 構成比 金 額 構成比
義務 的経費 308,808 27.1 356,12427.7 132,46235.7
人 件 費 201,660 17.7 190,077.14.8 74,334 20.1
扶 助 費 30,886 2.7 32,569 2.5 26,427 7.1
公 債 費 76,262 6.7 133,47810.4 31,701 8.E
投資的経費 446,31539.2 567,10344.2 123,06933.2
その他の経費 384,18033.7 360,97528.1 115,09331.1
歳 出 総 額 1,139,303100.01,284,202100.0 370,629100.0
注・出所:表1に 同じ
表3か ら,1993年 度における東村の性質別歳出を全国市町村 と比較 して
みると,人 ロー人当たり金額では,義 務的経費が全国市町村の2.3倍,投 資
的経費が3.6倍 であ り,歳 出構成比では,義 務的経費は全国市町村が低 く,
投資的経費については東村の方が高 くなっている。無論,人 口が希薄で,
面積が大 きいことも人ロー人当た り金額 を押 し上げている理由の一つであ
るが,こ うした要因以上に,水 源地域 と云った観点か ら国及び県から投資
関連の財源補填が傾斜的に配分 されてきたのである。
ところで,ダ ム関連の豊富な財政収入と村当局の健全な,或 いは創造性
のない財政運営等によ り,東 村の財政指標は極めて良好な状況にある。東
村は,現 在の自治省の財政指標でみるかぎり極めて健全な財政運営 をして
いるのである。主要財政指標 を1993年 度についてみてみよう。 自治体の財
政力 を示す財政力指数は類似団体の0.11に 対 し東村は0.19と 相対的には高
水準にあ り,実質収支比率は6.1%で 財政運営は堅実に行なわれていると云
える。そ して財政構造の弾力性の指標 となっている経常収支比率は70.8%
と健全な数値 を示 し,ま た公債費負担比率 も10.0%の 許容水準にある。な
お,義 務的経費比率 も類似団体並みであ り,積 立金現在高 も約17億 円に上
るのである。このように,東 村は,健 全な財政運営 と云 う観点か らは将に
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優等生である。
しか し,上 述の様に,従 来のような財政支出パターンの踏襲では,地 域
経済 を縮小スパイラルから発展のスパイラルへ転換させ るのは不可能であ
る。ダム関連の財源の収納,そ して投資的経費の人ロー人当たり金額,歳
出構成比 とも全 国の市町村平均 を大幅に上回り,高 水準の公共投資がなさ
れ.てきているに も拘 らず,な ぜ,東 村の地域経済は衰退 し人口の減少が止
まらないのか。東村における公共投資は地域経済を誘発する効果はほ とん
ど無 く,単 に工事期間中における労働力に対する需要 ・所得効果 しかなか
ったといってよい。立派な公共施設の下で住民生活は貧困の継続 を余儀な
くされているのである。確かに,農 道や農地改良事業などの産業基盤整備
は農業生産の維持には効果があったが,地 域社会 を支 え発展させ る力はな
かったと云えるであろう。
その要因の第1は 自前の活性化努力の不足であろう。村当局は,ダ ム建
設中か ら収納 される豊富な財源 を,積 立金 として残すよりも地域経済の成
長発展の施策の推進に充てるべ きであった。上述の財政運営の健全性に と
らわれ,長 期的視点から「推進産業」(propulsiveindustry)(6)育 成の努力を
しなか ったのである。勿論,実 行 したとして も成果が上がったか どうかは
別 であるが,過 疎化の進行 と云った挑戦に対 しより積極的.に応戦すべ きで
あった。第2は,画 一性の強い現行財政 システムである。 自ら活性化計画
を策定 し,実 施 しうる条件の整備 と云った観点か ら,地 方分権の推進は地
域の 自律的発展に とって不可欠である。ダム立地により傾斜的に配分 され
た国 ・県支出金は条件付補助金であ り専 らハー ド面の整備に向け られ,ソ
フ ト面へは向けられなかったのである。両者の有機的結合がなければ,比
較劣位にある地域構造 を変えることは極めて難 しいであろう。
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5.縮 小スパ イラルからの脱却
これ まで,論 じてきたように,過 疎化 自治体 では,中 央政府による財源
補填がなければ忽ちの うちに地域社会は崩壊,消 滅 して しまうであろうこ
とは疑いの余地がない。第3象 限において財源補填が手厚 くなされて も,
次のような悪循環に陥っているのである。若年者の流出→高齢者の生産活
動従事→低生産性→所得 ・資産の弱体化→租税関数の低下→財源の補填,
と云ったパター ンを繰 り返 しいずれは地域社会の消滅に至 る宿命にあるの
が過疎化地域の実情である。すなわち縮小スパイラルの渦中にあるのであ
る。今後,経 済成長率 の一層の下方屈折に伴 い中央政府による財源 トラン
スファーの低下は必至であ り,独 自の対応策 を講 じなければスパイラルは
さらに加速 されると思われる
したがって,過 疎化地域における縮小スパイラルを止めるためには,第
4象 限において強力なインパ ク トをもたらす施策を実施 しなければならな
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い。 この ことを,図3か ら説明しよう。所得 ・資産 をY,財 政支出をGと
す ると,第4象 限の関数の勾配は(△Y/YF)/(△G/G)=(△Y/△G)(G/Y)
によって規定される。(△Y/△G)(G/Y)〈1の 状況が渦状縮小型地域経済
の常態であ り,こ れを1よ り大き くする必要がある。まず,G/Yを 大 きく
することが考えられるが,上 述の ように中央政府の財政的制約により無理
である。そこで戦略的に求め られるのは △Y/△Gの 値 を大きくすることで
あるが,こ うした地域では従来型の財政支出はその他の経済活動に対す る
誘導・誘発効果が きわめて小 さいのである。第3象 限においてP3P3'の 財源
補填がなされ,関 数がaか らa'へ 移動 して も,第4象 限における私的部門
誘発関数が従来の様な硬直的な支出パターンを反映したbな らば縮小スパ
イラルの阻止は難 しいと云えよう。財政支出を地域の特性 を生かせるよう
な部門に配分することにより,私 的部門誘発関数 をbか らb'ヘ シフ トさせ
るならば誘発効果 を大きくす ることができるだろう。さらに,第3象 限の
支出関数 をa"へ 移動 させると,第4象 限におけ るインパ クトは大 きな もの
になろう。
第4象 限における関数のシフ トは地域の経済能力を引き出 しうる分野へ'
の財政資金の投入を意味す る。 しかし,そ うした投資がなされても,直 ち
には衰退常態か ら脱却 し発展 スパイラルへの道を走ることはできず,暫 ら
くは縮小スパイラルが続 くであろう。 こうした地域の比較優位構造の変更
は長期的に考えるべ きであ り,即効的な経済効果 を期待 しても駄 目である。
したがって過疎化地域の経済を発展スパイラルの軌道にのせ るためには,
長期間に亘 りそれ相当の投資の継続が必要になって くるが,中 央政府の財
源 トランスファマの方法や過疎化 自治体の支 出パ ターンを変える必要があ
る。そ して当該地方政府を中心に据えた特定プロジェク トに対する,新 し
い開発型の国庫支出金及び都 道府県支出金の重点的投入 と,在 来型のそれ
との組合せによる投資の推進である。 もちろん,こ のような地域開発の方
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法が資源配分や機会費用 と云った観点等か ら国民経済及び都道府県経済に
とって望 ましいかどうかの検討を要する。過疎化地域が第1次 産品o;供 給
基地,自 然環境保全,国 土保全管理などといった機能 を有 し,そ の振興が
長期的観点から国民福祉の維持向上のために不可欠である,と いった価値
判断が前提である(η。つまり,価 値財 としての位置付けである。
地域開発の手法は,最 も速効性のある企業の誘致や,既 存の各種資源の
結合 をはか る内発的発展などを考 えることが可能である。いかに社会資本
を整備 し,租 税等の優遇措置 を講 じようとも,民 間企業は利益の上が る可
能性のない地域には立地 しないのは当然である。たとえ,幸 運にも企業誘.
致に成功 したとしても資本の論理が優先 されることを覚悟せねばならない。
したがって,自 然資源や技術,人 材等 を活か し,自 らの努力によって地域
の技術力,経 営力,資 金力の強化 を図 ることが地域振興の基本である。勿
論,地 域の内発的発展の努力に加え,都 道府県や国の援助が不可欠である
が,民 間の経済活動水準が比較的高い地域においては,当 該地方政府は資
金 ・情報等を提供することによって地域振興に側面か ら援護するこ.とで事
足 りるか もしれない。 しかし,経 済の力が弱い過疎化地域では,好 む と好
まざるとに関わらず財政主導型の地域発展の形を採 らざるを得 ない。上述
の東村の ような小規模 自治体においては,人 材,資 金,情 報の集積拠点で
ある地方政府 自らが新 しい生産活動の創出を行 なわなければならない。地
域経済の起動因 とな り得るプロジェクトを推進できる能力 を持 ち,さ らに
公的な牙野に再投資できるのは自治体 をおいてほかにない。当該地方政府
が主体 となって発展の種 を播 き,芽 出しをし,そ れを核に地域資源 を結集,
発展 を図ってい くといった手法の採用が不可避である⑧。過疎化地域の自治
体 当局がイ三シャチブを握 り,当 該地域の発展のポテンシャルを引 き出し
得 るような施策への財政支出の強化である。
しかし,過 疎化地域すべてが,市 場 メカニズムに抗 して,第4象 限にお
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ける関数の上方移動に成功す るとは限 らないであろ う。類似の施策の推進
で過疎化地域が普遍的に発展スパ イラルに乗るとは思えない。各地方政府
は,新 しい独 自の支出ベ ク トルを構築することにより,縮 小スパ イラルと
いった挑戦に対 し応戦せ ざるを得 ないであろう。個々の地域にとっては自
らの地域の特性 を活かした活性化策を立案し実施 しなければ,衰 退か ら崩
壊の道 を歩のみである。
《注》
(1)喜 多登 『地域 と財政』白桃書房,昭 和47年,101～106頁
(2×3)喜 多登 「都市財政論」(大 川政三 ・池田浩太郎編 『新財政論』有斐閣,昭
和61年)338～345頁
・(4)多 目的ダムの立地はA.0.ハー シュマンの云 う前方後方連関効果がほ とんど
無いに等 しい。八一シュマ ン,麻 田四郎訳 『経済発展の戦略』厳松堂,1971
年,174頁(Hirschman,A.0。"TheStrategyofEconomicDevelopment",
YaleUniversityPress,NewHaven,1958,p.100)
(5)池 宮城秀正 「多目的ダム立地の財政効果一 一国頭村 と東村の場合につ いて
」琉球大学法文学部 『経済研 究』第35号,1988年3月,271～288頁 参照
(6)Higgins,B.&Savoie,DJ.,"RegionalDevelopmentTheoriesandtheir
Applications",NewBrunswick,NewJersey,1995,pp.91一一92
(7)保 母武彦「農村財政の課題」(日 本地方財政学会編『分権化時代 の地方財政』
勤草書房,1994年)165頁.
(8)東 村 では 自然保護研究所の立地可能性が検討 されているが,R&D(研 究開
発)投 資は社会的に最適な基準か らみて過小になる傾向にあ り,と くに環境
商題の研究所 に対す るR&D(研 究開発)投 資はそうである。亜熱帯の 自然保
護研究所は単 に研究センター としての機能を持つだけでな く,「研究成果を収
益化」 できるシステムを内在化 し,地 域活性化の起爆剤 とすべ きである。
参考文献
1)喜 多登 『地域 と財政』 白桃書房,昭 和47年
2)s.q多 登 「都市財政論」(大 川政三 ・池田浩太郎編 『新財政論』有斐閣,昭
和61年)
3)保 母武彦 「農村財政の課題」(日 本地方財政学会編 『分権化時代の地方財
100(670)
過疎化地域の活性化と自治体財政
一 政』勤草書房,1994年)
4)安 藤 誠 一 『地 方 の 経 済 学 』 日本 経 済 新 聞 社,昭 和61年
5)橋 本 徹 編 『地 域 を創 る知 恵 』 学 陽 書 房,1991年
6)八 一 シ ュ マ ン,麻 田 四 郎 訳 「経 済 発 展 の 戦 略 』厳 松 堂,1971年(Hirschman,
A.O.,"TheStrategyofEconomicDevelopment",YaleUniversityPress,
NewHaven,1958)
7)池 宮 城 秀 正 「多 目的 ダ ム 立 地 の 財 政 効 果 一 一 国 頭 村 と東 村 の 場 合 に つ い て
一 」 琉 球 大 学 法 文 学 部 『経 済 研 究 』 第35号
,1988年3月
8)池 宮 城 秀 正 「財 政 」(沖 縄 開 発 庁 沖 縄 総 合 事 務 局 「沖 縄 社 会 経 済 変 動 調 査
報 告 書 』1990年3月)
9)池 宮 城 秀 正 「渦 状 縮 小 型 地 域 の 財 政 一 苦 悩 す る低 開 発 地 域 の 財 政 一 」
日本 地 方 自 治 研 究 学 会 『地 方 自 治 研 究 』VoL10,No.2,1995年8月
10)Hirsch,W.Z.,"LocalGovernmentFinance",McGraw-Hili,1973.
11)Perroux,F."NoteontheConceptofGrowthPoles",McKee,D.L,et
a1.,RegionalEconomics,TheFreePress,NewYork,1970.
12)Higgins,B.&Savoie,D.J.,"RegionalDevelopmentTheoriesandtheir
Applications",NewBrunswick,NewJersey,1995.
13)Cox,K.R.,&Wood,A.M.,"LocalGovernmentandLocalEconomic
DevelopmentintheUnitedStates",RegionalStudies,VoL28,No.6,1994.
(671)101
